様式１－１注記をご参照ください

	
個票データ等の利用申出意向表明書
                                                                                            
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
財務省大臣官房総括審議官　殿
申出者　　所属機関名                       
（代表者）　職名　　　　　　　　             
氏名　　　　　    　　　　 　　　
「輸出入申告データを活用した共同研究」の公募に際して、個票データ等の利用申出を行う意向であることを下記のとおり表明します。


①　申出を予定する者の氏名、国籍、所属機関、職名、希望のデータ利用形態
	氏名
	国籍
	所属機関
	職名
	希望のデータ利用形態

	（記載例）○○ ○○
	日本
	財務省「申出を予定する者」には、現在研究期間中の共同研究に参画いただいている共同研究者（個票データ利用者、分析結果等のみ利用者の双方。）を含めることができません。
また、希望のデータ利用形態にかかわらず、同一の研究者が複数のグループに重複して応募することができません。
これまで採択されたグループの多くは４～５名程度の研究者によって構成されています。

	教授
	☑個票データ利用者
□分析結果等のみ利用者

	
	
	
	
	□個票データ利用者
□分析結果等のみ利用者

	
	
	
	
	□個票データ利用者
□分析結果等のみ利用者

	
	
	
	
	□個票データ利用者
□分析結果等のみ利用者

	
	
	
	
	□個票データ利用者
□分析結果等のみ利用者

	
	
	
	
	□個票データ利用者
□分析結果等のみ利用者


②　申出を予定する公募枠・研究テーマとその概要等
	・申出を予定する枠：　特定課題枠　・　課題発展枠　（いずれか１つの公募枠を選択）
※特定課題枠は、課題が明確かつ具体的に絞り込まれており、一つの研究テーマについての成果（学術論文等）を短期間で実現する研究を対象とした枠です。成果物（学術論文等）の数については、当該研究テーマの範囲内で、派生する論点・課題・問い等に関する成果物を含めて最大３本までと上限を設けております。
※課題発展枠は、採択された研究計画書の範囲内で、研究期間中に課題に取り組み、研究手法等を発展させることも視野に入れた研究を対象とした枠です。相互に関連性が強い研究テーマであれば複数の研究テーマを応募いただくことも可能であり、成果物（学術論文等）の数についての上限を設けておりませんが、原則の研究期間である２年以内に実現可能な成果を目指していただくことを想定しております。
・研究テーマ：　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
・研究の概要：

※同一の研究テーマの範囲内で派生する論点・課題・問いがある場合や、相互に関連性の強い研究テーマを複数応募する場合（「課題発展枠」として応募する場合に限る）においては、実施する予定の研究成果物（学術論文等）ごとの研究概要を記載いただくとともに、研究成果物（学術論文等）の合計についても記載をお願いいたします。
（記載例）
本研究では、～～～～～について明らかにすることを目的として分析を行う。具体的には、次の○つの点についても分析を行う。
論文①「○○○○○○○に関する分析」の概要：～～～～～～～
論文②「○○○○○○○に関する分析」の概要：～～～～～～～
論文③「○○○○○○○に関する分析」の概要：～～～～～～～
…
個票データ等の利用期間（共同研究期間）中の研究成果物として○本の論文を執筆する予定。
論文数の記載漏れが散見されますので、ご注意ください。




・希望する個票データ等の利用期間：　○年○月より○○か月
※個票データ等の利用期間については、特定課題枠の場合は最大２年間（延長不可）、課題発展枠の場合は原則として２年間を上限とすることにご留意ください。
・個票データ等の利用目的：

・他のデータとの照合を行う場合、そのデータの名称：
輸出入申告データ以外のミクロデータ（政府統計個票、民間企業による調査結果）や、
国際機関が公表する統計データベース等と組み合わせての利用を想定されている場合、利用しようと考えるデータの名称を具体的にご記載ください。



・研究成果の公表時期及び方法：
　


備考
１　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。
２　本意向表明書に記入された個人情報については、輸出入申告データを活用した共同研究に関する業務のみに使用し、提出者の許可なくそれ以外の目的で使用しない。


